


















































ある。『年報』は，明治 44（1911）年成立，大正 5 年施行の工場法の施行状況について，同法を所
管する農商務省が各地方庁から提出させた報告の内容をまとめたものである。第一回に当たる『大









































































































いずれの疾患等においてもその多くを占めるのが紡績業にかかわる職工なのである。表 3 は昭和 2
年の大阪府内における各種工業の場数と職工数をまとめたものだが，紡績業を含む染織工業が，場
数では他の業種より少ないものの，職工数では圧倒的に多いことがわかる。














表 3　「工業総覧」（昭和 2 年，一部抜粋）（7）
染織工業 機械及器具工業 化学工業 飲食物工業 雑工業 計


















































































































































































（19）　藤原九十郎「都市の騒音防止問題」（『都市問題』第 26 巻第 1・2 号，1938 年 1・2 月）。
（20）　「［大原社会問題研究所創立 90 周年記念フォーラム］パネルディスカッション・質疑応答」（『大原社会問題研
















































　大正 11 年版まで刊行された『衛生年鑑』だが，大正 12・13 年版は刊行されなかった。その理由
について暉峻は「大正十一年十二年は，全く研究所組織，研究室の設備完成のために費されたとい
つてよい」と述べており（25），新たに創設された倉敷労働科学研究所（以下，倉敷労研）の準備等に
多忙を極めたことが挙げられる。暉峻は大正 10 年 7 月にドイツに留学したが，帰国後の大正 14 年









（25）　暉峻義等「労働科学について」（『労働科学研究』第 1 巻第 1 号，1924 年）3 頁。
表 4　「工場衛生」に含まれている項目一覧


















































































































































されている（http://www.isl.or.jp/service/publishing/jsl.html，2018 年 10 月 30 日参照）。あわせて，同所が運営す
る「労研デジタルアーカイブ」からは，それら過去の論文を閲覧することもできる（http://darch.isl.or.jp/dspace/，
2018 年 10 月 30 日参照）。
（36）　このことは暉峻自身も次のように述べている。「倉敷というより紡績工場をそれまで見たことがないんですよ。
縦覧謝絶でどこもけっして入れません。まるで要塞をもって囲まれたようなものですね。もちろん学生や若い連中
が入ってみるなんてことは許されない。だから見ていないのがむしろあたりまえです。入れなかったんですから。」
（「僕を語る―暉峻義等対談抄」（『暉峻義等博士と労働科学』暉峻義等博士追憶出版刊行会編・発行，1967 年）
90 頁。）
（37）　倉敷労研創設期の研究活動については，桐原葆見「労研のおいたち―創立から倉敷時代労働科学の誕生」
（労働科学研究所編・発行『労働科学の生い立ち―労働科学研究所創立五十周年記念』，1971 年）等を参照され
たい。
